
































































































































































































































運輸事業 ? ○ ○海運事業 ○ ○ ○造　船　業 ○ ? ○










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































???? ??????? ?????????? ??
×××
??
??
???
???
???????????儲倒
????
?????? ? ××
××
××　×××
×XX×××
×××
×××
×××
一92一
「企業会計原則」は会計原則か（H）　93
　「中小企業簿記要領」は，仕訳及び元帳転記を行わないで複式簿記の帳簿
組織をそのまま利用して貸借対照表と損益計算書を作成しようとするもので
ある。黒沢教授が「所得税法では『正規の簿記の原則』といい法人税法では
『複式簿記の原則』と称しても実質的にはあまり差がないというよりはほと
んど同じである。」といわれるのはこのためであろう。
　複式簿記の原理を理解している者にとっては，中小企業簿記要領の仕組み
は容易に理解できる。しかし貸借対照表と損益計算書における利益の一致を
確保するには，複式簿記を利用する方が容易で確実である。これは中小企業
の記帳者が複式簿記の知識がなくても容易に記帳できるように考案されたの
であるが，現金出納帳その他の多数の帳簿への記入はこの「要領」の説明に
従ってできるとしても，貸借平均の理による複式簿記の自己検証能力に依存
せずに貸借対照表と損益計算書を作成し両者の利益を一致せしめることが容
易であろうか。
　複式簿記の原理は独学でも理解できる。取引内容の単純な中小零細企業に
応用することは容易である。しかもわが国では高等学校商業科や各種学校に
おいて複式簿記の教育は普及している。複式簿記より利用し難い中小企業簿
記要領を考案しその啓蒙普及に努力する必要はなかったと思われる。
　企業会計原則の正規の簿記の原則は，その文言を素直に読めば，正確な会
計帳簿の作成を要求する原則である。しかしその中に「正規の簿記の原則に
従って」という文言があるために，それはドイツ商法や会社法の正規の簿記
の諸原則を意味するのか，複式簿記のみを指すのか，そうでなければ，複式
簿記以外の正規の簿記とはいかなる簿記か，それは中小企業簿記要領である
のかというような多くの疑問が生じる。
　企業は会計処理及び報告において，すべての取引を漏らすことなく会計帳
簿に記帳し計算し，それに基づいて財務諸表を作成しなければならない。こ
の場合の記録計算は複式簿記を用いなければ，実際上不可能である。従って
会計原則はそのことを表現する必要がある。正規の簿記の原則は次のように
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修正されるべきであると考える。
　「すべての取引について，複式簿記によって正確な会計帳簿を作成しなけ
ればならない。」
　「正確な会計帳簿に基づいて，財務諸表を作成し，企業の損益並びに，資
産，負債及び資本の状態を，企業の利害関係者が正しく判断できるように，
明瞭に表示しなければならない。」
　真実性の原則は「財政状態及び経営成績に関して…」と述べ，損益計算書
原則1は「損益計算書は，企業の経営成績を明らかにするため…」と規定し
貸借対照表原則1は「貸借対照表は，企業の財政状態を明らかにするため…」
と規定して，経営成績と財政状態という用語を用いている。
　損益計算書が提供する情報は会計数値による情報であって，企業の経営成
績の最重要な部分ではあるがそのすべてではない。経営成績とは損益より広
い概念である。「企業会計が財務諸表によって企業の経営成績を報告する」と
いうのは，正確な表現ではないから，「財務諸表によって，企業の損益を明瞭
に表示する」と表現すべきであると考える。
　サンダース，ハットフィールド，ムーアの会計原則は，一般原則Aの中に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）the　financial　condition　or　status　of　the　businessと述べている。山本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）教授他の訳書では「企業の財政状態あるいは財政上の地位」と訳してある。
「財政状態」という言葉は，「financial　condition」あるいは「finacial　po一一
sition」の訳であろう。ウエルシュとアンソニイは「貸借対照表の目的は特
定の時点における企業のブイナンシャルポジションを報告することである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）ブイナンシャルポジションは，特定日における企業の資産と負債の額を示す。」
（3）　Thomas　Henry　Sanders，　Henry　Rand　Hatfield，　Underhill　Moore，　A　State．
　　ments　of　Accounting　Principles，　p．113．
（4）山口　繁，勝山　進，小関　勇『SHM会計原則』107ページ。
（5）　Glenn　A．　Welsch，　Rebert　N．　Anthony，　Fundamental　of　Financial　Account－
　　ing，　p．　370
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と述べている。またウイクソンとコックスは「貸借対照表は特定日における
企業実体の資産と持分を報告する財務表である。それはしばしばステイトメ
。トオナ。イナ。シ。ルポジシ。ンと呼ばれる．笠述べている。
　黒沢教授は貸借対照表原則1の解説において「企業の財政状態を構成する
　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）要素は，資産，負債および資本である。jと述べておられる。貸借対照表が，
企業の財政状態を表示するという表現は，わが国では定着してお』り，またフ
ィナンシャルポジションの訳語としては，財政状態ではなく財務状態という
用語を用いても，貸借対照表が表示する状態を適確に表現するとは思えない。
しかし原語を離れて考えれば，貸借対照表が表示する企業の資産，負債及び
資本の状態を，財政状態と表現することは果して適切であろうか。財政状態
という日本語から，貸借対照表が表示する状態を想像できるであろうか。正
確を期すためには，直戴に「企業の資産，負債及び資本の状態」と表現する
方が適切であると考える。
　商工省財務管理委員会の財務諸表準則以外に兇るべき統一的基準のなかっ
た終戦後に短時日に企業会計の処理と報告の全般にわたる体系的基準を作成
した経済安定本部企業会計制度対策調査会の業績は高く評価されねばならな
い。そして企業会計原則が，企業会計の実務の改善統一と会計学の学校教育
に果した役割も高く評価されなければならない。
　戦後証券取引法に基づいて公認会計士による強制監査が行われるようにな
った。この法定監査を実施するために，財務諸表規則や監査基準が制定され
たが，これらの根拠となったのは企業会計原則である。企業会計原則の昭和
24年の前文の中には「企業会計原則は……泌ずしも法令によって強制されな
いでも，すべての企業がその会計を処理するに当って従わなければならない
基準である。」と記してある。しかし企業会計原則は，法令による強制と全く
（6）　Rufus　Wixson，　Robert　G．　Cox，　Principles　of　Accounting，　p，　190
（7）黒沢　清『新企業会計原則訳解』224～225ページ。
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無縁のものではない。証券取引法に基づく強制監査が実施されていなければ，
企業会計原則が実務に浸透したかは疑わしい。企業会計原則は昭和24年に設
定されて以来今日まで30年以上にわたって尊重されてきた。それは企業会計
の実務と商法，税法や特定の産業における企業に対する会計原則に大きな影
響を与えてきた。
　企業会計原則は制定以来既に30年以上経過した。会計処理の諸原則や財務
諸表の形式について啓蒙的な役割を果す上では大きな効果を挙げた。つまり
企業会計原則の諸条項を検討する場合，一つ一つの条項は設定以来30年以ト
を経過した現在の環境において究明されねばならない。企業会計原則を批判
的に研究することは企業会計原則の設定やその後の修正に参加された先人の
業績を正当に評価した上でなされねばならないことはいうまでもない。
　本稿で取り上げた正規の簿言己の原則は極めて不明確なものである。現在の
文言のままで今後も企業会計原則の中に残されるべきものなのか極めて疑わ
しい。しかしこの正規の簿記の原則の制定に参加した人にとっては苦心の作
であったのであろう。白紙の上に苦心の末に書きあげられた正規の簿記の原
則を，出来上った後から読んで疑問を提起したり批判することは容易である。
　黒沢教授は「30年後の今日の目で，その当時のことを彼是いってもらいた
くない。すんだあとからならば，何とでもいえる。後忙忙というものは一見
賢そうにみえるけれども，歴史の現場の荒波をくぐったものでないと，ほん
　　　　　　　　　　　　　　（8）とのことはわからないものだ。」といわれる。企業会計原則の制定に参加し
た者でなければ，ほんとのことはわからないものだ。ほんとのことのわから
ない者は，彼是いうな。ということであれば，企業会計原則は，欽定憲法と
いうことになる。
（8）黒沢　清「史料：日本の会計制憲13）」『企業会』計』32巻1号，76ページ。
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